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地方独立行政法人那覇市立病院令和６年度年度計画 

 

年度計画期間 

 令和６年４月１日から令和７年３月 31日までの１年間とする。 

 

中期計画 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 市立病院としての役割の発揮 

(１) 救急医療提供体制の維持・充実 

地域医療に貢献するため、365 日 24 時間救急医療提供体制の維持・充実

に努める。 

① 二次救急 

入院治療を必要とする患者の救急搬送の受入を円滑に行い、高次の救急

医療を提供できるよう診療体制の維持・充実を図る。 

［取り組み］ 

令和５年 11 月より開始したワークステーション型ドクターカー(＊)の

運用を継続する。 

＊ワークステーション型ドクターカーとは、救急車に必要に応じて当院の医師・看護師

が同乗して、救急現場に出動することで、緊急度や重症度の高い患者を病院外で早期に

診療開始ができ、救命率の向上や後遺症の軽減が期待できます。 

【救急医療の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

救急車受入台数(台) 4,589 4,600 

救急車受入率(％) 83.0 90.0以上 

 

② 初期（一次）救急 

市域の初期救急医療提供体制を確保するため、医師会をはじめとする、

地域の開業医や琉球大学病院医師に夜間や休日に勤務頂くなど、地域の医

療機関との連携・協力体制を維持する。また、医師確保について大学医局

との調整、情報を収集し県内外に対しリクルート活動を継続する。 

③ 適正受診の取組み 

一般外来診療を行っていない夜間・休日等において、検査や処置等を要

さない緊急性のない軽症患者が急病センターを自己都合で受診するいわ
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ゆるコンビニ受診をした際、選定療養費を徴収する等、救急医療の適正受

診に向けて取り組む。 

   ［取り組み］ 

    救急医療の適正受診に向け、令和６年４月に広報を行い、６月より時間

外選定療養費の徴収を開始する。 

 

(２) 小児・周産期医療の確保 

市民が安心して子どもを産み、育てられるよう、地域医療機関との連携に

基づき、充実した小児・周産期医療を引き続き確保する。また、地域周産期

母子医療センターとして、新生児集中治療室(NICU)を有しており、ハイリス

ク妊産婦の受入体制の維持に努める。 

【小児・周産期医療の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

小児救急患者数(人) 9,301 8,000 

 うち入院患者数(人) 925 1,000 

NICU入院患者数(人) 2,010 2,000 

分娩件数(件) 252 290 

 うち帝王切開件数(件) 119 125 

 

(３) 災害や新興感染症等の健康危機への対応 

① 平時からの備えと発災時の対応 

大規模な災害や事故の発生に備え、必要な人材の育成に努め、物的資源

を整備するとともに、患者移送等について、災害訓練や研修会を通し他医

療機関との連携、ネットワークづくりに取り組む。また、発災後において

は、入院患者の安全確保及び被災患者の診療に努める。 

新病院開院に向け、防災及び災害時マニュアル等を見直す。 

② 医療支援への取組み 

大規模災害時や緊急時において、災害派遣医療チーム(DMAT)を派遣し医

療支援を実施する。また、DMATを定期的に訓練研修に参加させるなど、医

療救護活動の支援に努める。 

【災害や新興感染症等の健康危機への対応の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

災害訓練回数(回) ０ ３ 

災害訓練参加者数(人) ０ 30 
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災害研修会回数(回) ５ ３ 

災害研修会参加者数(人) ８ 10 

 

③ 保健所等との連携 

那覇市保健所及び沖縄県等と連携し、既存の感染症への対応はもとよ 

り、新興感染症流行時における感染症即応病床の確保等、感染症対応に協

力する。 

④ 感染症対応時における救急医療提供体制の確保 

感染症対応時においても救急医療提供体制を堅持できるよう、新病院 

の急病センターの運用方法等について、関係機関（那覇市医師会、市内救

急告示病院等）との連携可能性について検討する。また、改正感染症法上

の第一種および第二種協定指定医療機関の指定要件を満たし、必要な医療

提供体制を確保する。 

 

(４) 那覇市の施策との連携 

① 保健・福祉行政との連携 

疾病や介護の予防、健康づくりを推進するため、那覇市や関係機関と連 

携・協力して疾病予防対策等に協力する。さらに生活習慣病の予防効果が

期待される特定健診等の受診者への栄養士による特定保健指導件数は増

加傾向にあることから、取り組みを継続する。 

【市の施策との連携の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

人間ドック件数(件) 4,410 5,000 

健康診断件数(件) 4,571 4,900 

特定健診件数(件) 1,707 1,700 

がん検診件数(件) 364 380 

特定保健指導件数(件) 585 750 

 

② 地域包括ケアシステムの推進 

入院患者が円滑に在宅医療やかかりつけ医へ移行できるための退院支

援の強化を行う等、地域包括ケアシステムの推進に協力する。 

 

(５) 市民への情報の提供・発信 

市民に対し、市立病院の診療機能・運営状況についての情報提供・発信に

努めるとともに、医療に関する正しい知識の普及啓発を推進する。 
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特に、院外ホームページ等における情報発信にあたっては、情報弱者への

配慮に留意するとともに、多言語対応を推進する。 

【市民への情報の提供・発信の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

広報誌への医療情報掲載回数(回) ０ １ 

ホームページへの掲載回数(回) ２ ２ 

医学雑誌配布回数(回) １ １ 

講演会開催回数(回) ０ 25 

診療実績・病院情報の公表回数(回) １ １ 

 

(６) 外国人対応の充実 

外国人受診者の受入体制を充実させるため、「外国人患者受入れ医療機関

認証制度(JMIP)」認定取得をはじめ、タブレット通訳端末の配置を継続する。

また外国語表記への対応や、医療者と患者をつなぎ、医療資源を有効活用で

きるようコーディネート業務を担う人材の配置も継続する。 

 

２ 診療機能の充実 

(１) 高度医療の充実 

① 専門性を持った医療人の確保及び育成 

質の高い医療を提供し、地方独立行政法人としての公的使命を果たせ 

るよう、看護師等の医療スタッフの新規確保及び育成に努め、人材不足等

を解消し稼動していない病床を含めた 455床の稼働を目指し運営体制を整

える。 

また、医療機能に見合った人材を安定的に確保し、高い技術と知識を有

する専門看護分野看護師等の育成に取り組む。 

【専門性を持った医療人の確保及び育成の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

研修医(人) 16 20 

専攻医(人) 22 22 

専門看護分野看護師在籍数(人) ３ 
専門領域、分野の必要性を判断し

確保、育成する 

認定看護分野看護師在籍数(人) 22 
専門領域、分野の必要性を判断し

確保、育成する 
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特定行為看護師在籍数(人) 研修派遣１ 
専門領域、分野の必要性を判断し

確保、育成する 

 

② 医療機器等の計画的な更新・整備 

医療機器の更新・整備については、患者サービスの向上、医療の質向上、

費用対効果、地域の医療機関との連携、がん治療に対する放射線療法等、

医療需要及び医療技術の進展等から総合的に判断し、市立病院に求められ

る医療を持続的に提供できるよう、計画的に更新・整備する。また、前立

腺がん等への手術支援ロボットを導入する。 

【更新予定医療機器等】  

・手術支援ロボット（新規） 

【（参考）高度医療の充実の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

CT 件数(件) 15,328 17,000 

MRI件数(件) 6,746 6,800 

RI 件数(件) 804 800 

心臓カテーテル検査件数(件) 248 450 

経皮的冠動脈形成術(PCI)件数(件) 92 200 

アブレーション治療件数(件) 115 160 

脳血管造影件数(件) 115 280 

血管内治療件数(件) 61 110 

手術件数(手術室)(件) 3,324 3,500 

うち全身麻酔手術件数(件) 2,134 2,200 

うち腹腔鏡下・胸腔鏡下手術(件) 523 600 

ロボット支援下手術(件) － － 

内視鏡による手術件数(ESD)(件)＊ 106 110 

＊ESD：内視鏡的粘膜下層剥離術 

 

(２) がん医療の充実 

がんは早期発見、早期治療により完治する可能性が高い疾患となってきて

いる。地域がん診療連携拠点病院として医療提供体制を充実させ、高度医療

機器（放射線治療装置、手術支援ロボット等）を活用した専門的ながん診療

を提供し、治療に関する体制のほか、がん患者及びその家族に対する相談支

援やがん患者の社会復帰支援、情報提供等を行う。 

また、がん診療連携パスの利用の促進、がん診療に従事する医師等に対す
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る研修会開催、全国がん登録の推進、がん患者の就労支援の啓発、がんフォ

ーラム等の講演会を継続して開催する。 

【がん医療の充実の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

全がん退院患者数(人) 1,500 1,600 

うち５大がん退院患者数(人) 646 730 

がん患者外来化学療法患者数(人) 3,247 3,300 

がん放射線治療実患者数(人) 276 300 

がん患者相談件数(人) 1,214 1,500 

全国がん登録件数(件) 883 1,000 

がん地域連携パス適用件数(件) 88 100 

がん研修会等開催数【医療者対象】(回) ８回(158 人） ８ 

がん講演会等開催数【市民対象】(回) ６回(83人） 12 

＊()内は参加人数 

 

(３) 地域医療機関との機能分化、連携推進・強化 

沖縄県地域医療構想を踏まえ、地域医療機関との機能分化に努める。また、

地域医療支援病院として、市民が急性期医療や高度医療を必要とするときに

切れ目のない医療を提供できるよう、前方連携・後方連携の推進・強化に努

める。 

【地域医療機関との機能分化、連携推進・強化の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

紹介率(％) 70.2 75.0 

逆紹介率(％) 82.2 85.0 

 

(４) 人材の確保及び育成 

医療相談員（MSW）や医師事務作業補助員、事務職、看護補助員等の人材

について、高齢者の急性期医療需要増加など近い将来の課題も見据え、継続

した人材育成に欠かすことのできない研修や、施設基準等に関連した講習等

の開催計画を作成し、研修等の充実を図る。また、学会等への参加を推奨し、

専門性を高めるなど、病院経営の強化に貢献できるよう、人材の確保及び育

成に努める。 

 

(５) 安全安心で質の高い医療の提供 
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① 患者中心の医療 

基本理念である「和と奉仕」に基づき、常に患者の視点に立ち、患者の

権利を尊重し、患者自らが受ける医療の内容に納得し、治療法を選択でき

るよう説明を行い、患者中心の医療提供に努め、セカンドオピニオンにつ

いても引き続き円滑な対応をする。 

また、入退院支援室において、予定入院患者を対象に入院中に行われる

検査や治療等に関する説明を行い、安心して入院できるよう努める。 

［取り組み］ 

日帰り手術センターを開設する。外来手術後、日帰りで日常生活へ復帰若

しくは、術後の状態によっては短期間の入院に対応する。身体への負担が比

較的小さく、費用負担も入院を要する場合と比較し軽減が見込まれる。安心

して手術を受けてもらえるよう体制を構築する。 

【患者中心の医療の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

院外からのセカンドオピニオン件数(件) 11 20 

院外へのセカンドオピニオン件数(件) 30 30 

入退院支援室対応患者数(人) 3,621 4,400 

 

② 医療安全対策の徹底 

医療安全対策委員会、院内感染対策委員会を定期的に開催し、インシデ

ント・アクシデント報告や分析、対策について周知徹底する。 

【医療安全対策の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

医療安全対策委員会等開催回数(回) 12 12 

医療安全研修等実施回数(回) ２ 10 

インシデントレポート報告件数(件) 1,496 1,800 

院内感染対策委員会等開催回数(回) 10 12 

感染管理チームラウンド回数(回) 24 48 

院内感染対策研修会等開催数(回) 10 26 

 

③ 医療の標準化と最適な医療の提供 

効率的かつ効果的な医療を提供できるよう、クリニカルパスを有効に活

用する。 

【医療の標準化と最適な医療の提供の関連指標】 
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指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

クリニカルパス適用患者数(人) 6,057 7,000 

クリニカルパス種類数 312(累計） 300 

 

３ 患者サービスの向上 

(１) 快適性及び利便性の向上 

患者や来院者に快適な環境を提供するため、必要に応じ施設環境の改善を

実施する。 

また、利便性の向上を図るため、外来及び入院患者満足度調査等のモニタ

リングを行い、改善に努める。 

(２) 職員の接遇向上 

患者や来院者に選ばれる病院、患者や来院者が満足する病院であり続ける

ため、院内接遇研修等を通して職員の接遇向上に努める。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

１ PDCA 等のマネジメントサイクルの確実な実践 

地方独立行政法人制度の特長を活かし、自立性、機動性、柔軟性及び効率性

の高い病院運営を行えるよう、業務運営体制を整備する。 

公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価で課題指摘のあった

項目の改善への取り組みや TQM(＊)活動を継続する。令和６年 12 月に予定し

ている病院機能評価認定の更新審査に向け取り組む。 

また、職員の意識改革を推進し、継続的な業務改善への取組を通し、PDCA等

のマネジメントサイクルの確実な実践に努める。 

＊TQM(Total Quality Management)とは、直訳すると総合的品質管理。全員・全体(Total)で、

医療・サービスの質(Quality)を、継続的に向上させる(Management)ことで、実際の活動には、

「QC手法(QC＝Quality Control)」と呼ばれる手法を用いる。 

【マネジメントサイクルの確実な実践関連指標(令和６年度のみ)】 

指標名 前回認定 達成予定 

病院機能評価更新 
平成 31年１月 

(3rdG：Ver2.0) 

令和６年 12月 

(3rdG：Ver3.0） 

 

２ 院内連携の推進 

(１) 多職種連携の推進 

専門性を活かし、診療科間や医療部門と事務部門間の連携を強化するなど、
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多職種連携を推進し組織力の向上に努める。 

(２) チーム医療の推進 

医療環境の変化に対応し、疾病や患者の状態に応じた医療を提供するため、

医師、看護師、薬剤師、理学療法士、臨床検査技師、管理栄養士、歯科衛生

士、MSW等により医療安全対策、感染防止対策、呼吸ケア、緩和ケア等、そ

れぞれの専門性を活かした質の高いチーム医療を推進する。 

  

３ 働きやすい職場環境づくり 

安全衛生管理を徹底するとともに、ワークライフバランス推進委員会の活動

を通して職員のワークライフバランスに配慮した働きやすい職場環境づくり

に努める。 

 

４ 健全な業務運営 

研修等により、内部統制やコーポレートガバナンス、コンプライアンスに対

する役員及び職員の意識を向上させ、健全な業務運営を行う。 

【健全な業務運営の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

研修会開催回数(回) ０ ２ 

参加者数(人) ０ 280 

＊平成 29年度 ２回 269人、平成 30 年度 ２回 277 人 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

 

１ 経営機能の強化 

診療報酬改定や患者動向を見極め、迅速に情報の収集及び分析をしたうえで、

対応策を立案し、的確な対応を行う。また、レセプトの査定内容の分析・対策

等を行い、診療報酬請求業務の更なる精度向上に努める。 

【経営機能の強化の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

診療報酬請求査定率(％) 0.24 0.2 

 

２ 収益的収支の向上 

病床稼働率の向上や適正な診療収入の確保に努め、収益確保を図る。 

また、効率的なベッドコントロール、重症度、医療・必要度を維持するとと
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もに、入院治療が必要な新入院患者の受入れに積極的に取り組み、紹介元医療

機関等に対する訪問活動を通じた情報発信の強化等、紹介患者の確保に努める。 

【収益等の確保の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

病床稼働率(％)(＊) 72.8 92.1 

平均在院日数(日) 11.22 10.3 

入院診療単価(円) 76,671 77,000 

外来診療単価(円) 26,428 28,000 

   ＊病床数 470床（許可病床数）で算出 

 

３ 弾力的な予算執行と費用節減 

弾力的な予算執行により、効率的・効果的な事業運営に努めるとともに、費

用の節減等を図る。 

 

４ 経営の効率化 

経常収支比率及び医業収支比率について数値目標を設定し、経営の効率化を

図る。 

【経営の効率化の関連指標】 

指標名 
令和４年度 

(実績値) 

令和６年度 

(目標値) 

経常収支比率(％) 103.6 89.9 

医業収支比率(％)＊ 93.3 89.3 

  ＊公立病院経営強化ガイドラインでいう修正医業収支比率 

 

５ 病院事業運営費負担金に関する事項 

救急医療、小児・周産期医療等、病院事業運営費負担金の対象となる経費に

係る収支状況等を分析し、その詳細を那覇市に情報提供する。 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 市立病院建替に関する事項 

事業主体として、引き続き新病院棟建設及び附帯施設整備に取り組む。また、

総事業費の縮減に向けて留意する。 

診療を継続しながらの建設となることから、患者の療養環境の確保に努める

とともに、新病院移転準備室を新設し、引っ越し等移転へ対応する。 
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【建築計画概要】 

〈新病院棟〉 

規模：地上 10階地下１階、延床面積：約 38,330㎡、構造：鉄骨鉄筋コンク

リート造(免震構造)、病床数：470床(高度急性期病床 46床(ICU12床、HCU16

床、NICU６床、GCU12床）、急性期(一般)病床 424床) 

〈第１立体駐車場棟〉 

規模：地上４階、構造：鉄骨造、駐車台数：238台 

引き続き、第２立体駐車場棟及び付属棟、ペデストリアンデッキの整備、院

内保育所の整備を予定。 

【新病院建替事業スケジュール】 

年度 計画 備考 

令和３～６年度 ・新病院棟建設工事 (令和７年３月竣工予定) 

令和７年度 
・新病院開院 

・既存病院解体工事 

(令和７年10月開院予定） 

 

令和８年度 

・既存病院解体工事 

・自走式立体駐車場②・付属棟・ペデストリアンデ

ッキ建設工事 

・保育園仮設設置 

 

令和９年度 ・保育園本体工事 病院建替事業完了予定 

令和10年度 ・新保育園開園(予定) 第６期中期計画期間 

 

２ デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進 

電子カルテや医事会計システム等を含めた総合情報システムをはじめ、情報

通信技術(ICT)の活用など、デジタル技術や設備、機器を積極的に活用し、効

率的かつ効果的な病院運営に努める。 

施設基準管理システムを活用し、普段より人事情報・資格等を一元管理し、

適切な施設基準の取得及び維持管理に努め、適時調査等に効率よく適切に対応

する。 

【更新予定】 

・医療専用スマートフォン（新規） 

 

３ 公立病院経営強化ガイドラインへの対応 

「経営強化プラン」で定めるべき事項について、本中期計画にて網羅して

いる。そのため、今後、ガイドラインの改正や中期目標が変更されたことに

より、定めるべき事項に不足が生じた場合には年度計画で対応することとす

る。 
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４ 地域との協働 

出前講座等を通じ医療やがん診療等に関して市民へ理解を深めてもらえる

よう、市立病院の医師や看護師等を派遣し地域との協働の推進に努める。 

 

第５ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

地方独立行政法人法の趣旨に沿って、那覇市からの運営費負担金の確保を図

り、起債を安定的に活用し、市立病院として公的使命を果たせる経営基盤を維持

していく。 

なお、予算、収支計画及び資金計画については、平成 31年３月に策定した「地

方独立行政法人那覇市立病院新病院建設基本構想」で行なった収支シミュレー

ションを基に、新病院の整備病床数を 470 床へ変更したほか、働き方改革や本

計画期間中に整備が見込まれる医療機器等による費用増、物価及び人件費の上

昇等の要素を加味し、作成した。 

 

１ 予算（令和６年度） 

                           （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

    補助金等収益 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

    営業外雑収益 

  臨時収益 

  資本収入 

    運営費負担金収益 

    長期借入金 

    その他資本収入 

  その他の収入 

  計 

 

17,113 

16,700 

375 

38 

104 

20 

84 

34 

13,803 

255 

11,698 

1,850 

1,000 

32,054 

支出 

  営業費用 

 

16,771 
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    医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費 

     研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

  資本支出 

    建設改良費 

    償還金 

  その他支出 

  計 

16,167 

8,891 

4,647 

2,529 

100 

604 

80 

34 

15,838 

15,387 

451 

1,000 

33,723 

(注１) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

(注２) 給与費のベースアップ率を３％として試算している。 

 

[人件費の見積もり] 

期間中、総額9,329百万円を支出する。なお、当該金額は、役員報酬並びに

職員基本給、職員諸手当等の額に相当するものである。 

 

[運営費負担金の繰出基準等] 

救急医療等の行政的経費及び高度医療等の不採算経費については、「地方独

立行政法人会計基準の改訂に係る公営企業型地方独立行政法人の取扱いにつ

いて」(令和４年９月28日付総財公第120号総務省自治財政局公営企業課長通

知)の「第１ 設立団体が負担すべき経費等について」に定められる基準によ

る。 

建設改良費及び長期借入金等元金償還金に充当される運営費負担金等につ

いては、経常費助成のための運営費負担金等とする。 
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２ 収支計画（令和６年度） 

                           （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入の部 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

    資産見返運営費負担金戻入  

    補助金等収益 

    資産見返物品受贈額戻入 

    雑益 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

    その他営業外収益 

  臨時利益 

17,404 

17,273 

16,659 

375 

146 

38 

54 

1 

97 

20 

77 

34 

支出の部 

  営業費用 

    医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費 

     減価償却費 

     研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

 純利益 

 目的積立取崩額 

 総利益 

19,356 

19,249 

18,654 

8,896 

4,560 

4,391 

713 

94 

595 

76 

31 

▲1,952 

0 

▲1,952 

(注１) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
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３ 資金計画（令和６年度）  

           （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金収入 

 業務活動による収入 

    診療業務による収入 

    運営費負担金による収入 

    補助金等収入 

    その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

    運営費負担金による収入 

    その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

    長期借入れによる収入 

    その他の財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

41,734 

17,251 

16,700 

395 

38 

118 

1,255 

255 

1,000 

13,548 

11,698 

1,850 

9,680 

資金支出 

 業務活動による支出 

    給与費支出 

    材料費支出 

    その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

    有形固定資産の取得による支出 

    その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

    長期借入金の返済による支出 

    移行前地方債償還債務の償還による支出 

    その他の財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

41,734 

16,885 

9,329 

4,647 

2,909 

16,387 

15,387 

1,000 

451 

451 

0 

0 

8,011 

(注１) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
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第６ 短期借入金の限度額 

 

１ 限度額 10,000百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

(１) 新病院建替事業費の支払いに伴う起債借入までの繋ぎ運転資金 

(２) 運営費負担金の受入遅延等による資金不足の対応 

(３) 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等偶発的な出費への対応 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

 

第８ 剰余金の使途 

決算において剰余を生じた場合は、市立病院施設の整備又は医療機器の購入

等に充てる。 

 

第９ 料金に関する事項 

 

1 診療料等 

市立病院において診療又は検査を受ける者から診療料を、市立病院の施設を

利用する者から使用料を徴収する。 

(１) 診療料の額は、診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)及

び入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療

養費の費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省告示第99号)及

び後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額(平成19

年厚生労働省告示第395号)により算定した額とする。ただし、これにより

難い場合にあっては、理事長が別に定める額とする。 

(２) 使用料の額は、理事長が別に定める額とする。 

 

２ 文書料 

市立病院において診断書、証明書等の交付を受ける者から、理事長が別に定

める額の文書料を徴収する。 

 

３ 徴収猶予等 

(１) 理事長は、災害その他特別の理由により診療料、使用料又は文書料の

納付が困難と認められる者に対しては、徴収を猶予し、又は分割して徴

収することができる。 
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(２) 理事長は、診療料、使用料又は文書料の納付が著しく困難と認められ

る者に対しては、これを減免することができる。 

(３) 理事長は、前号の場合において、詐欺その他不正行為により診療料、

使用料又は文書料の減免を受けたと認めるときは、減免措置を取り消す

ことができる。 

(４) 既納の診療料、使用料又は文書料は還付しない。ただし、理事長は特

別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

 

第１０ 那覇市地方独立行政法人法の施行に関する規則(平成 20 年那覇市規則

第４号)第７条で定める事項 

施設及び設備に関する計画（令和６年度） 

  施設及び設備の内容 予定額 財 源 

病院施設、医療機器等整備 総額 8,098百万円 那覇市長期借入金等 

(注１) 金額については見込みである。 

(注２) 各事業年度の那覇市長期借入金等の具体的な内容については、各事

業年度の予算編成過程において決定される。 

 

第１１ 那覇市地方独立行政法人法の施行に関する規則（平成 20 年那覇市規

則第４号）第８条で定める事項 

  中期目標の期間を超える債務負担 

長期借入金 

                          (単位：百万円) 

年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 
中期目標 

期間償還額 

次期以降

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入

金償還金 
451 689 795 1,921 3,856 28,526 32,382 

 


